
　市民農園は、根拠法令に基づいて分類すると次の３形態に分けられます。

　   ①特定農地貸付けに関する農地法等の特例に関する法律（以下「特定農地貸付法」という）による農園

　   ②市民農園整備促進法による農園

　   ③法によらない農園

根拠法令 特　　　　徴 開設者 利用者の農地の利用方法

農地法の権利移動の許可が不要

①特定農地貸付法 【要件】 特定農地貸付方式

　　(H 1. 9施行） ◎10a未満の農地を相当数の者を

　 対象として定型的条件による貸 ◎

《農業委員会が承認》 　 付け

◎営利を目的としない作物の栽培

◎５年を越えない農地の貸付け

限定なし

☆

開設方法は次のいずれかを選択

②市民農園整備

　 促進法 イ　特定農地貸付け

　（H 2. 9施行）

ロ　農園利用方式

《市町村が認定》
◎施設整備に関して農地法、都市      農園利用方式

　 計画法の特例がある。

◎開設場所は、市民農園区域及び ◎

　 市街化区域

※都道府県知事が基本方針策定 地方公共団体

農家等

農地所有者による農業経営 ☆

③法によらない ◎相当数の者を対象とする

◎営利以外の目的で継続して行わ

　 れる農作業

◎収穫物は農地所有者に帰属、契

　 約により利用者に帰属

市民農園を農地と施設(休憩施設、
農機具収納庫)の総体として定義

収穫物は利用者に帰属
する

農作物等の栽培のた
め、利用者に小面積の
農地を短期間で定型的
な条件の下に貸付ける
方式

農家等が農園で行う農
作業（農業経営）に入園
料を支払い、レクリエー
ションその他の営利以外
の目的で、継続して参加
する方式（農地の貸し借
りを伴わない）

収穫物は農地所有者に
帰属し、契約により利用
者に帰属

施設整備に関して、農地法、都市
計画法の特例はない


